
消費者安全法に基づく国会報告について （期間：平成22年４月１日～９月30日）

① 消費者庁による法執行・行政処分等

○消費者安全法第１４条の資料提出要求・・・２件

② 消費者への情報提供

自転車使用中の転倒、自転車用幼児座席の足のせ部分折損による足
巻き込み、電動車いすからの転落

③ 関係機関への対応等の要請

遊具の安全確保対策、こんにゃく入りゼリー等による窒息事故再
発防止、美容医療サービスに関する消費者トラブルの防止 その
他

○特商法に基づく業務停止命令及び指示・・・３１件

④ 国民生活センターにおける注意喚起等

○景品表示法第６条に基づく措置命令・・・４件

業務提供誘引販売（不実告知、誇大広告等）、連鎖販売取引（不
実告知、勧誘目的等不明示、概要書面不交付等） 、通信販売
（電子メール広告のオプトイン規制違反） その他

○消費者安全法又は消費生活用製品安全法によって入手し
た情報に基づく情報提供・・・３件

○その他情報提供・・・７件

○要請等を行ったもの・・・８件

○「子ども安全メール from消費者庁」の配信
・・・ ９月16日より毎週配信

①重大事故等（270件通知）（関係行政機関：213件 地方公共団体
等：57件）

②消費者事故等（重大事故等を除く）

（8,737件通知 うち、生命・身体事案：803件 財産事案：7,934件）

内容別・・・火災：153件 転落・転倒・不安定：48件 その他

商品等別・・・住居品：58件 家電製品：57件 その他

内容別・・・中毒：341件 化学物質による危険：119件 その他
商品等別・・・他の商品・サービス300件を除くと食料品141件、住居品117件

商品等別・・・金融・保険サービス：1,768件 教養娯楽品：801件 その他

③全国の消費生活センターにて受け付けられた消費者からの相談
情報 （348,183件）

⑤事故情報データバンクの登録情報（19,904件）（HPで閲覧可能）

④消費生活用製品安全法の重大製品事故の報告（560件）

ガス機器・石油機器に関する事故：149件 その他

（生命・身体分野）

その他

（財産分野）

商品等別・・・運輸・通信サービス：80,063件 金融・保険サービス68,472件

消費者事故等に関する情報の集約及び分析
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情報を受けての消費者庁等の措置

○消費者安全法にて通知された重大事故等の公表
・・・２７０件（原則週１回公表）

○消費生活用製品安全法にて報告された重大製品
事故の公表・・・５６０件（原則週２回公表）

ライターの火遊びによる火災、日焼けマシン、子どもの誤飲事
故防止 その他

携帯音楽プレーヤー（過熱、破裂等）

牛の内臓商品の不当表示（優良誤認）、婦人用革靴の不当表示
（優良誤認）、園芸用シートの不当表示（優良誤認）

○注意喚起等を行ったもの・・・２７件

生命・身体に係る

事故相談情報を事
故情報データバンク
に登録（主たるセン
ター分のみ）

重大事故等 消費者事故等

関係省庁・
地方公共団体等

事業者 事故情報ＤＢ参
画機関※
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（５６０件）

①重大事故
等の通知
（２７０件）

②消費者事
故等の通知
（８，７３７件）

⑤事故情報データバンク（１９，９０４件）

通知された情報を
事故情報データバ
ンクに登録（非公表
希望分を除く）

※消費者庁、厚生
労働省、農林水産
省、経済産業省、
国民生活センター、
消費生活センター、
日本司法支援セン
ター、製品評価技
術基盤機構、日本
スポーツ振興セン
ター（平成22年９月
時点）

消セン・
国セン

③PIO-NET
（３４８，１８３件）

事故発生

○ＪＡＳ法に基づく指示・・・１件
加工食品の原材料の表示
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